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取引案件としては、クロスボーダー案件を含むM&Aにつき特に経験をつんでいます。ま
た、株主総会に関する相談やコーポレートガバナンスに関する相談等、会社法・⾦融商品
取引法に関わる相談を中⼼に様々な法分野に関するアドバイスを⾏っております。アジア
関係の案件、企業結合対応を含む独禁法に関する案件、 ヘルスケア関係案件なども⼿がけ
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